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卸売業・小売業・サービス業 財  政
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❶   一般会計歳入総額と内訳（令和5年度決算額）

❷  一般会計歳出総額と内訳（令和6年度当初予算額）❷  主なサービス産業の売上（収入）金額（令和2年）

❶  卸売業・小売業における上位3都府県の割合（令和3年）

注）　年間商品販売額は令和２年の金額による割合
資料　総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査　産業別集計(卸売業，小売業)」

注１）　国庫支出金：国と地方公共団体の経費の負担区分に基づいて支出される国の委託金、補助金等
注２）　都債：都が将来の人たちに役立つ事業の資金を借り入れるため、発行する証券
注３）　法人二税：法人都民税、法人事業税
資料 　都総務局統計部「東京都統計年鑑」（都財務局提供資料）
　　 　都主税局「都税収入決算(令和５年度)」

注） 一般歳出：歳出総額から、法令の定めにより税収の一定割合を区市町村に対して交付する経費（税連動経費）や
　　 過去の借入の返済に充てる経費（公債費）などを除いた部分
資料　都財務局「東京都の財政」（令和６年４月）

事業所数

事業所数

従業者数

従業者数

年間商品販売額

情報サービス業

専門サービス業
（他に分類されないもの）

広告業

インターネット
附随サービス業

年間商品販売額

卸売業

小売業

100%

35兆円302520151050

9080706050403020100

（　）内は全国に占める東京都の割合

注１）　サービス産業動向調査（総務省）の対象業種のうち、全国に占める東京都の割合が大きい業種の上位４位までを掲載
注２）　売上（収入）金額は、必要な事項の数値が得られた民営事業所を対象として集計
注３）　集計対象から「外国の会社」及び「法人でない団体」を除く。
資料 　総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査（産業横断的集計）」
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情報サービス業…各種ソフトウェアの作成及び作成に関する
調査、分析、助言、及び情報の処理、提供などを行う事業

専門サービス業…法務、財務・会計、税務に関する書類作成、
相談、助言、監査等、専門的な知識サービスを提供する事業

広告業…広告に係る総合サービスの提供及び広告媒体を契約
し広告する事業

インターネット附随サービス業…インターネットを通じて、通
信及び情報サービスを行う事業
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